
宮城県介護員養成研修の実施方法の見直し（令和９年４月 1日施行）に関するＱ＆Ａ 

令和８年８月時点 

 

宮城県介護員養成研修の実施方法の見直しに関して、想定されるお問い合わせとその回答を取りま

とめました。 

お問い合わせの前にご一読ください。 

 

Ｑ１ 今回の制度改正の主な内容は何か。 

Ａ１ これまでの研修は、通学又は通信（教材送付・郵送による添削）による実施が基本とされてきま

したが、今回の改正により、テレビ電話装置等を活用した方法（同時双方向）及び録画された動画

の視聴による方法について、制度上明確化されました。これにより、それぞれの方法を活用した研

修の実施が可能となりました。 

また、新型コロナウイルス感染症に係る臨時的取扱いは終了することとされており、Zoom 等を

用いたライブ配信講義やオンデマンド型の動画教材についても、恒久的な制度として位置付けられ

ます。 

このため、令和９年４月以降は、通学、通信、テレビ電話装置等及び録画された動画の視聴とい

った各方法の特性を踏まえ、適切な方法を選択して研修を実施することが可能となります。 

ただし、質問機会の確保、画面表示による受講状況の確認、理解度確認テストの実施、実技科目

における対面原則の維持など、具体的な留意事項が示されていますので、実施に当たっては十分留

意してください。 

 

Ｑ２ テレビ電話装置等を活用した方法とは具体的になにか。 

Ａ２ インターネットを利用し、講師と受講者が同時双方向でやり取りできるオンライン会議システム

（Zoom等）を用いた方法を指します。 

なお、当該方法により実施する場合は、出席管理ツールの活用やカメラの常時表示等により、受

講者の受講状況を適切に把握し、講義を適正に受講していることを確認する必要があります。 

 

Ｑ３ 令和８年度中に令和９年度開講の研修の指定申請を行う場合は、現行の様式で提出する必要があ

るか。また、改正後の方法（テレビ電話装置等又は録画された動画の視聴）での実施を前提として

申請してよいか。  

Ａ３ 令和８年度中に令和９年度開講分の指定申請を行う場合は、現行の様式により提出してください。  

また、改正後の取扱いは令和９年４月１日から施行されるため、令和８年度中の申請については、

研修の実施方法についても従来の取扱い（通学又は通信）に基づき申請してください。 

   テレビ電話装置等を活用した方法（同時双方向）及び録画された動画の視聴による方法により実

施できるのは、令和９年４月１日以降に申請し、指定を受けた研修に限ります。 

 

Ｑ４ 録画された動画の視聴のみで講義科目を実施することはできるか。 

Ａ４ 可能です。ただし、録画された動画の視聴による方法により実施する場合は、講師等への質問機

会を確保するとともに、添削指導、面接指導等による十分な指導を併せて実施する必要があります。    

単に動画を視聴するのみでは認められません。 



 

Ｑ５ 受講者からの質問機会はどのように確保すればよいか。 

Ａ５ 質問機会については、 

・対面による質疑応答 

・電子メール 

・電話 

・テレビ電話装置等  

などにより確保してください。 

なお、受講者が質問しやすい環境を整備するとともに、質問受付方法を学則等に明示してくだ

さい。 

    

Ｑ６ テレビ電話装置等を活用する場合、受講者は常にカメラをオンにしておく必要があるか。 

Ａ６ 研修実施機関は、受講者が講義を適正に受講していることを確認する必要があります。そのた

め、受講者の画面が常に表示されていることを確認できる方法により実施してください。 

 

Ｑ７ 実技を伴う演習をオンラインで実施することはできるか。 

Ａ７ できません。これまでどおり、生活支援技術の講義・演習のうち実技を学ぶ演習については、

対面により実施してください。 

なお、介護職員初任者研修においては、当該演習時間として２５時間以上を確保する必要があ

ります。 

 

Ｑ８ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護員養成研修の臨時的な取扱いについて」の廃止によ

り、何が変わるのか。 

Ａ８ 新型コロナウイルス感染症に係る臨時的取扱いでは、都道府県の判断により、修了評価を含

め、全ての課程を通信学習により実施することが可能とされていました。当該取扱いは令和９年

３月３１日をもって廃止されますが、今回の制度改正により、テレビ電話装置等を活用した方法

（同時双方向）及び録画された動画の視聴による方法が正式に位置付けられたため、講義科目に

ついては引き続きオンライン等を活用した実施が可能です。 

   一方で、実技を学ぶ演習及び実習の科目については、これまでどおり対面により実施する必要

がありますので、ご留意ください。 

   なお、本県においては従前から介護職員初任者研修の実技・演習部分について対面による実施

を求めていたことから、当該臨時的取扱いの廃止による実務上の影響は限定的です。 

 

 

 


